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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第100期
第１四半期
連結累計期間

第101期
第１四半期
連結累計期間

第100期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

売上高 （千円） 6,862,005 7,113,404 30,960,194

経常利益 （千円） 169,598 140,820 1,467,096

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 87,982 89,399 1,014,577

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △120,163 △36,128 1,497,470

純資産額 （千円） 16,435,277 17,750,918 17,919,532

総資産額 （千円） 29,246,414 31,867,785 32,352,530

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 26.59 27.02 306.65

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 56.2 55.7 55.4

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　当社は平成28年10月１日付で株式10株につき１株の株式の併合を行っております。１株当たり四半期（当

期）純利益金額については、当該株式の併合が第100期の期首に行われたと仮定し、算定しております。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。

　なお、主要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。

 

(1）経営成績の分析

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、緩やかな回復基調が続いたものの、人手不足の深刻化や海外

経済の不確実性などが懸念され、先行き不透明な状況で推移いたしました。

　当社グループの事業環境につきましては、国内の石油製品需要が長期的に減少すると見込まれているほか、乗務

員不足の問題や人件費等の経費の増加もあり、依然として厳しい状況におかれております。

　このような状況のもと、当社は、今年度策定した中期経営計画の達成を目指して、輸送シェアの維持・拡大を通

じた収益力の確保、ＬＮＧ（液化天然ガス）輸送、水素輸送、化成品における海外輸送等の成長分野の推進および

グループ連携の強化等による生産性向上に取り組んでおります。また、安全面のさらなる強化を図るため、グルー

プ会社において安全教育に関する研修施設を充実させました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は7,113百万円（前年同期比3.7％増）となりましたが、燃

料油価格の上昇に伴う経費の増加もあり、営業利益は46百万円（同5.5％減）、経常利益は140百万円（同17.0％

減）となりました。また、法人税等の減少もあり、親会社株主に帰属する四半期純利益は89百万円（同1.6％増）

となりました。

　セグメント別の概況は、次のとおりであります。

 

　（石油輸送事業）

　石油輸送事業につきましては、一時的な寒波の影響により暖房用燃料油の需要が増加したことに加え、前年度の

製油所の定期修理等に伴う影響の反動もあり、売上高は増加いたしました。

　この結果、当事業における売上高は3,223百万円（前年同期比2.5％増）となりました。

 

　（高圧ガス輸送事業）

　高圧ガス輸送事業につきましては、ＬＮＧ輸送における新規輸送の開始に加え、水素輸送を拡充したことによ

り、売上高は増加いたしました。

　この結果、当事業における売上高は1,899百万円（前年同期比2.8％増）となりました。

 

　（化成品・コンテナ輸送事業）

　化成品輸送事業につきましては、積極的な営業活動を展開したことにより、国内輸送が伸長したことに加え、海

外輸送においてＩＳＯタンクコンテナの運用個数を増やし、販路拡大に努めた結果、売上高は増加いたしました。

　コンテナ輸送事業につきましては、長期安定的なリース契約を獲得したものの、野菜類等の輸送の減少により、

売上高は減少いたしました。

　この結果、当事業における売上高は1,931百万円（前年同期比6.4％増）となりました。

 

　（その他事業）

　太陽光発電事業につきましては、稼働状況が順調であったことから、売上高は58百万円（前年同期比6.0％増）

となりました。
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(2）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は31,867百万円となり、前連結会計年度末に比べ484百万円減少いたしま

した。

　流動資産は6,337百万円となり、前連結会計年度末に比べ250百万円減少いたしました。これは主に季節変動によ

る受取手形及び売掛金の減少によるものであります。固定資産は25,530百万円となり、前連結会計年度末に比べ

234百万円減少いたしました。これはリース資産の取得により増加したものの、減価償却の進捗による減少と、投

資有価証券の時価変動による減少によるものであります。

　負債は14,116百万円となり、前連結会計年度末に比べ316百万円減少いたしました。これはリース債務が増加し

たものの、季節変動による支払手形及び買掛金の減少と未払法人税等の支払いによる減少であります。純資産は

17,750百万円となり、前連結会計年度末に比べ168百万円減少いたしました。これは配当の支払いによる減少と、

その他有価証券評価差額金の減少によるものであります。この結果、自己資本比率は前連結会計年度末と比べ

0.3％増加し、55.7％となりました。

 

(3）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 6,000,000

計 6,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,322,935 同左
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100株であり

ます。

計 3,322,935 同左 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成29年６月30日 － 3,322,935 － 1,661,467 － 290,602

 

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　　　11,700

（相互保有株式）

普通株式　　　10,900

－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 3,282,700 32,827 －

単元未満株式 普通株式　　　17,635 － －

発行済株式総数 3,322,935 － －

総株主の議決権 － 32,827 －

（注）１　証券保管振替機構名義の株式410株は「完全議決権株式（その他）」に400株（議決権４個）および「単元未

満株式」に10株含めて記載しております。

２　「単元未満株式」には当社保有の自己株式21株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日本石油輸送株式会社

東京都品川区大崎

１－11－１
11,700 － 11,700 0.35

（相互保有株式）

日本オイルターミナル株式会社

東京都千代田区有楽町

１－10－１
10,900 － 10,900 0.33

計 － 22,600 － 22,600 0.68

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）および第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,311,736 2,520,182

受取手形及び売掛金 3,541,131 2,779,531

その他 734,989 1,037,759

流動資産合計 6,587,856 6,337,473

固定資産   

有形固定資産   

機械装置及び運搬具（純額） 4,299,687 4,116,585

コンテナ（純額） 2,617,890 2,489,056

土地 5,487,494 5,487,376

リース資産（純額） 5,754,322 6,107,699

その他（純額） 2,078,570 1,974,722

有形固定資産合計 20,237,965 20,175,441

無形固定資産   

ソフトウエア 18,681 30,296

ソフトウエア仮勘定 39,798 39,798

無形固定資産合計 58,479 70,094

投資その他の資産   

投資有価証券 4,462,522 4,274,016

その他 1,005,705 1,010,759

投資その他の資産合計 5,468,228 5,284,776

固定資産合計 25,764,673 25,530,312

資産合計 32,352,530 31,867,785

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,938,981 1,440,555

短期借入金 ※ 407,987 ※ 431,761

未払法人税等 307,900 88,078

賞与引当金 648,000 757,951

役員賞与引当金 92,910 41,952

その他 2,863,707 2,917,459

流動負債合計 6,259,486 5,677,759

固定負債   

リース債務 4,346,137 4,644,974

修繕引当金 322,608 310,763

退職給付に係る負債 2,616,314 2,656,403

その他 888,451 826,967

固定負債合計 8,173,511 8,439,107

負債合計 14,432,998 14,116,867

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,661,467 1,661,467

資本剰余金 290,602 290,602

利益剰余金 15,073,362 15,030,313

自己株式 △34,922 △34,960

株主資本合計 16,990,509 16,947,423

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,083,656 937,756

繰延ヘッジ損益 △11,373 △2,121

退職給付に係る調整累計額 △143,260 △132,139

その他の包括利益累計額合計 929,022 803,495

純資産合計 17,919,532 17,750,918

負債純資産合計 32,352,530 31,867,785
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 6,862,005 7,113,404

売上原価 6,356,323 6,603,981

売上総利益 505,681 509,423

販売費及び一般管理費 457,017 463,414

営業利益 48,664 46,008

営業外収益   

受取利息 27 19

受取配当金 47,017 47,353

固定資産賃貸料 58,759 58,917

固定資産売却益 ※１ 22,626 ※１ 14,031

持分法による投資利益 19,284 4,782

雑収入 15,415 13,538

営業外収益合計 163,130 138,642

営業外費用   

支払利息 16,881 18,729

固定資産賃貸費用 18,473 20,078

固定資産除売却損 ※２ 2,204 ※２ 2,395

雑損失 4,637 2,625

営業外費用合計 42,196 43,830

経常利益 169,598 140,820

特別損失   

減損損失 ※３ 4,635 －

特別損失合計 4,635 －

税金等調整前四半期純利益 164,962 140,820

法人税等 76,980 51,421

四半期純利益 87,982 89,399

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 87,982 89,399
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純利益 87,982 89,399

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △208,127 △145,870

繰延ヘッジ損益 △4,570 9,251

退職給付に係る調整額 8,008 11,121

持分法適用会社に対する持分相当額 △3,457 △29

その他の包括利益合計 △208,146 △125,527

四半期包括利益 △120,163 △36,128

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △120,163 △36,128

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約および貸出コミットメン

ト契約を締結しております。当座貸越契約および貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおり

であります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

当座貸越極度額および貸出コミットメント

の総額
6,200,000千円 5,400,000千円

借入実行残高 180,000 180,000

差引額 6,020,000 5,220,000

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　タンクローリー、コンテナ等の売却益であります。

 

※２　タンクローリー、コンテナ等の除売却損であります。

 

※３　減損損失

　前第1四半期連結累計期間において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上いたしました。

なお、当第1四半期連結累計期間については、該当事項はありません。

 

前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

用途 種類 場所 金額（千円）

遊休 土地 新潟県見附市 3,243

遊休 その他（建物及び構築物） 新潟県見附市 1,275

遊休 土地 静岡県裾野市 116

(減損損失を認識するに至った経緯)

　事業所の廃止により遊休状態となる資産や既に遊休状態にある資産について、回収可能性価額が帳簿価額

を下回ったため、減損損失を認識いたしました。

 

(資産のグルーピングの方法)

　当社グループでは、事業用資産については、管理会計上の区分により資産グルーピングを行っておりま

す。

　日本石油輸送株式会社では、一体として機能していると判断できる石油部門、ＬＮＧ部門、化成品部門お

よびコンテナ部門をそれぞれ資産グループとしております。連結子会社では、主として支店を資産グループ

の単位としております。また、賃貸不動産および遊休資産については、各物件を資産グループとしておりま

す。

 

(回収可能価額の算定方法等)

　回収可能価額については、正味売却価額により測定しております。土地については、不動産鑑定評価基準

に基く鑑定評価額等により算出しております。なお、重要性が乏しいものについては、固定資産税評価額に

合理的な調整を行って算出した金額を使用しております。また、その他の資産については、譲渡可能見込額

により算出しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

減価償却費 803,732千円 788,025千円

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 198,699 6.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 132,448 40.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

（注）　平成29年３月31日を基準日とする１株当たり配当額は、平成28年10月１日を効力発生日とした10株を１株とす

る株式の併合を踏まえております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 石油輸送
高圧ガス
輸送

化成品・
コンテナ
輸送

その他
（注）１

計

売上高        

外部顧客への売上高 3,143,789 1,848,042 1,815,179 54,994 6,862,005 － 6,862,005

セグメント間の内部売

上高又は振替高
99,169 6,935 13,824 － 119,929 △119,929 －

計 3,242,958 1,854,978 1,829,003 54,994 6,981,935 △119,929 6,862,005

セグメント利益又はセグ

メント損失（△）
△2,640 55,731 △25,826 21,399 48,664 － 48,664

（注）１　報告セグメントの「その他」は、太陽光発電事業であります。

（注）２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

　各報告セグメントに配分していない全社資産において、遊休資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し

たことにより、4,635千円の減損損失を計上しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 石油輸送
高圧ガス
輸送

化成品・
コンテナ
輸送

その他
（注）１

計

売上高        

外部顧客への売上高 3,223,457 1,899,836 1,931,839 58,270 7,113,404 － 7,113,404

セグメント間の内部売

上高又は振替高
106,959 4,119 15,802 － 126,881 △126,881 －

計 3,330,416 1,903,956 1,947,641 58,270 7,240,285 △126,881 7,113,404

セグメント利益又はセグ

メント損失（△）
2,479 43,588 △26,653 26,593 46,008 － 46,008

（注）１　報告セグメントの「その他」は、太陽光発電事業であります。

（注）２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（有価証券関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 26円59銭 27円02銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額 87,982千円 89,399千円

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金

額
87,982千円 89,399千円

普通株式の期中平均株式数 3,308,773株 3,308,363株

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　当社は平成28年10月１日付で株式10株につき１株の株式の併合を行っております。当該株式の併合が前連結

会計年度の期首に行われたと仮定し、１株当たり四半期当期純利益金額を算定しております。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月10日

日本石油輸送株式会社

取締役会　御中

 

有限責任　あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 金　　子　　能　　周　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野　　村　　哲　　明　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本石油輸送株

式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から

平成29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本石油輸送株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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